
 

『１２月１５日にみなし解散登記 注意勧告―法務省、通知書発送』 
 

 法務省は１４日、１２年以上登記がされていない株式会社、５年以上登記がされていない一般社団法

人または一般財団法人について、２カ月後の１２月１４日までにまだ事業を廃止していない旨の届出を

管轄登記所にする必要があるとの通知書を発送した。期日までに必要な登記（役員変更等）の申請、ま

たは「まだ事業を廃止していない」旨の届出をしない限り、翌日の１２月１５日付で解散したものとみなさ

れ、職権で解散登記がされる。会社法の規定により株式会社の取締役の任期は原則として２年、最長で

も１０年とされている。取締役の交替や重任の場合にはその旨の登記が必

要。株式会社については、取締役の任期ごと（少なくとも１０年に一度）に取締

役変更の登記がされるはず。一般社団法人・一般財団法人に関する法律の

規定により、理事の任期は２年とされ、同様に少なくとも２年に一度、理事変更

の登記がされるはず。取締役または理事の変更に限らず、株式会社、一般社

団法人・一般財団法人は、その登記事項に変更があった場合には所定の期

間に変更の登記が必要。みなし解散の登記後３年以内に限り、 解散したもの

とみなされた株式会社は、株主総会の特別決議によって株式会社を継続で

きる。一般社団法人・一般財団法人の扱いも同様だ。 

 

 『大卒３年以内離職率３１．２％ 離職率の減少傾向続く』 

 
 新規学卒就職者は３年以内に３割が退職すると一般的に言われている。平成１６年度には大卒者の３

６．６％が３年以内に退職していたが、その後、離職率は緩やかに減少傾向となっている。 

 厚生労働省は新規学卒就職者の就職後３年以内離職状況について公表した。令和２年度における

新規学卒者の離職率は、学歴別、卒業年別ともに例年に比べて低下しており、離職率の減少傾向が続

いていることが明らかとなった。 

 資料によると、新規学卒就職者の離職率は高卒が３６．９％（対前年比

２．６％減）、短大などが４１．４％（同１．６％減）、大卒が３１．２％（同１．６％

減）となっている。これを企業の規模別に見ると、従業員数５人未満の企

業では大卒の離職率は５６．３％、同５～２９人で４９．４％となっており、従

業員数３０人未満の企業では、コストをかけてせっかく大卒の新規学卒

者を採用しても３年以内に約半数が辞めていることになる。一方、１０００

人以上規模の企業では離職率は２４．７％となっており、企業規模により

離職率が大きく乖離していることも明らかとなっている。３年以内離職率

は企業規模が大きくなればなるほど減少している。中小、零細企業にとっ

ては厳しい結果と言えるだろう。                             
出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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